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労働災害の防⽌

労働災害ゼロを目指して

トップページ サステナビリティ情報 社会 安全・衛⽣

安全・衛⽣
マネジメントシステム 労働災害の防⽌ 設備安全 表彰⼀覧

発⽣した労働災害に対する本質的な安全を目指した改善と、リスクアセスメントを中⼼とした労
働災害の未然防⽌を推進しています。

2021年は当社の従業員・協⼒企業の休業災害が6件発⽣しました（国内、昭和電⼯マテリアル
ズ単体含む）。災害型別では、挟まれ、巻き込まれや転倒転落災害が多い傾向にありました。こ
れらの災害の再発防⽌・未然防⽌策のため、以下の施策を継続的に実施しています。

リスクアセスメントのガイドラインを規程し、労働安全衛⽣リスクアセスメントや化学物質リ

スクアセスメントを実施することで、職場の安全衛⽣に関わるリスクの低減や化学物質による
事故災害の防⽌に役⽴てています。
2022年からは、リスクマネジメントのレベルアップを図る活動を開始しています。この中で
は、リスクアセスメントの網羅性を⾼めるために、より多角的な視点を取り⼊れ、リスクを抽
出する取組みを⾏っています。
安全⽂化の醸成と安全基盤の構築のため、“創る安全” チェックリストを有効活⽤し、“創る
安全”活動を促進しています。

※1

発⽣した労働災害に対して、その要因をより深掘りし、根本原因の追究と本質安全化を推進す
るために、⼯学的な分析⼿法を取り⼊れています。また、休業や不休災害だけでなく軽微な労
働災害の情報も収集・分析・共有することで、類似事例の再発防⽌に取り組んでいます。
安全感度の⾼い⼈づくりのため、安全教育体制の⾒直し、積極的な教育機会の提供に努めてい
ます。
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■ 従業員休業災害度数率 推移

昭和電⼯単体 昭和電⼯国内グループ連結 昭和電⼯マテリアルズ単体

2017 0.39 0.22 -

2018 0.16 0.07 -

2019 0 0.59 -

⾼年齢者の労働災害（特に転倒災害）が多い傾向を受け、体⼒測定やエクササイズを交えた転
倒転落災害対策セミナーの実施や、エイジフレンドリーガイドラインを参考にした取り組みを
始めています。
過去の災害を“安全カレンダー”として全社にメール配信し、事例活⽤を促進することにより安
全感度や安全意識の向上につなげています
危険体感施設を⽤いた安全教育の充実やノンテクニカルスキル 教育を実施しています。ま
た、過去の災害事例から学んだことをＶＲシステムとして作り上げ、危険体験もできるように
準備を進めています。

※2

協⼒企業の安全活動を強化するため、安全協議会による積極的な意⾒交換や合同のパトロー
ル、協⼒企業のRC監査などにより安全管理⾯での協働・指導を継続的に実施しています。ま
た、有期で⼊構する⼯事作業者に対しては、⼯事における安全確保についての事前の確認を⾏
うとともに、⼊構時の教育の充実、⼯事作業中のパトロールや安全協議の場などを通じてより
安全に⼯事が完了するように努めています。

※1 “創る安全“活動︓社内外の過去の事故・災害を解析し、得られた教訓を”創る安全チェックリスト“としてま
とめ、リスク抽出の視点や教育資料として活⽤することで繰り返し事故を防⽌するための取り組み

※2 ノンテクニカルスキル︓状況認識、コミュニケーション、リーダーシップなど、ヒューマンファクターに係
るエラーを防⽌し、安全を確保していくための現場（指⽰する⽅も）が持つべきスキルの総称

※2

※2 従業員休業災害度数率＝（死傷者数／延べ労働時間）×100万。
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昭和電⼯単体 昭和電⼯国内グループ連結 昭和電⼯マテリアルズ単体

2020 0 0.08 0

2021 0.16 0.16 0.09

実績
国内グループ（従業員・協⼒企業）における 休業・不休災害件数

2018年 休業災害︓4件 不休災害︓5件
2019年 休業災害︓15件 不休災害︓4件
2020年 休業災害︓3件 不休災害︓8件
2021年 休業災害︓6件 不休災害︓11件
（内訳 昭和電⼯︓休業5件、不休７件、 昭和電⼯マテリアルズ単体︓休業１件、不休４件）

Copyright (c) SHOWA DENKO K.K. All rights reserved.

※ 2021年より昭和電⼯マテリアルズの実績を含む。

バウンダリーはこちらをご覧ください。
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設備安全

設備事故ゼロを目指して

発⽣した設備事故に対する本質的な安全を目指した改善のために、事故分析及びリスクアセスメ
ントを実施し、再発防⽌対策を計画、実施することで、未然防⽌に努めています。

2021年は昭和電⼯において設備事故が4件発⽣しました（国内）。

実績
国内グループにおける設備事故件数

2019年︓10件（⽕災 3件、漏洩 5件、変形・破損 1件、爆発1件）
2020年︓4件（⽕災 2件、漏洩 1件、変形・破損 1件）
2021年︓4件（⽕災 0件、発煙1件、漏洩 2件、変形・破損 1件）
いずれも⼈的被害のない軽微なものです。

保安確保の取り組み

当社は、設備安全にかかわる保安⼒向上を目指し、過去の事故・トラブルを解析して再発を防⽌
する “創る安全”活動* を推進するとともに“制度、感度、風⼟”の継続的改善を進めています。

トップページ サステナビリティ情報 社会 安全・衛⽣

安全・衛⽣
マネジメントシステム 労働災害の防⽌ 設備安全 表彰⼀覧

※ 昭和電⼯マテリアルズの実績を含まない

バウンダリーはこちらをご覧ください。
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制度︓設備設計、運転、保全、⼯事、作業などのあらゆる場⾯において実施する各種リスクアセ
スメント結果をもとに、リスク低減策を計画、実施、評価、改善を⾏う、リスクベースのマネジ
メントシステムの実効性をより⾼めるため、既存のマネジメントシステム及びリスクアセスメン
ト⼿法の改善を⾏っています。各種審査会や事故事例の⽔平展開を通じ、安全確保に努めていま
す。

感度︓安全感度⼒向上を目指し、安全に関する知識・技術について職能別、階層別の教育体系の
⾒直しを進めています。
風⼟︓安全⽂化の醸成のための諸施策を実施しています。

当社は、地震・台風・⼤⾬など⾃然災害発⽣時において⼈命最優先の取り組みをしています。
さらに当社製品の供給が社会全体に与える影響および供給責任の重要性に鑑み、リスクアセスメン
トを実施し、被害の予防および緩和対策を実施しています。特に耐震については、⼈命尊重の観点
から耐震対策を実施すべき設備・建屋を抽出し、効果的な耐震対策を推進しています。事故や⾃然
災害発⽣により、当社全体への影響が懸念される場合、社⻑を本部⻑とした非常対策本部を設置す
るとともに、本社スタッフ部の⾏動を含めた有事対応体制を「保安防災管理規程」をはじめとした
社内規程で定めています。各拠点においても「保安防災管理規程」に基づき、緊急時対応組織、
アクションプランを定め、有事に備えた定期的な訓練を実施しています。現在、これら規程は有事
に昭和電⼯マテリアルズと共同対応を想定した内容に改訂を⾏っています。
事業領域が拡⼤する中、当社は今後も国内外において災害に強い事業体制を構築します。各製品・
事業特性を考慮し策定されているBCP（事業継続計画）は、リモートワークへの移⾏など環境変化
に対応した改訂を進めています。さらに教育訓練による課題の明確化・改善を通じて、事業継続を
確実に実施できるマネジメント活動を推進していきます。

設備事故未然防⽌のための本質安全設計、変更管理の確実な実施
事故災害防⽌のための予防保全、時間基準保全と状態基準保全を実施
有害性や事故発⽣リスクの⾼い化学物質の取り扱いについて審査の実施
社内発⽣事故の本質原因解析と再発防⽌策の実⾏
社内外事故事例に基づく事故未然防⽌のための⽔平展開実施

* “創る安全”活動︓社内外の過去の事故・災害を解析し、得られた教訓を“創る安全チェックリスト”としてまとめ
リスク抽出の視点や教育資料として活⽤することで繰り返し事故を防⽌するための取り組み

事故および⾃然災害への対応
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昭和電⼯(株)⼤分コンビナートでのリスクアセスメント教育

タブレット・QRコードによる安否確認の様⼦

製造課コントロール室での訓練の様⼦

ループワークを通して、危険源抽
出からリスク評価、その対応策、
システム的安全管理について理解
しまし。

TOPICS ⼤分コンビナートで地震・津波想定訓練を実施

昭和電⼯（株）⼤分コンビナートでは、
2020年9⽉に⼤分県が⾏う地震・津波想定
避難訓練に合わせ、地震・津波の想定訓練
を実施しました。従業員は地震発⽣を知ら
せる訓練放送を合図に、地震対応の初期⾏
動訓練を実施したのち、所定の避難場所へ
急いで避難しました。その後、各⾃に配付
されている安否確認⽤QRコードをタブレッ
ト端末で読み取る安否確認訓練を実施し、
⼀連の対応を確認しました。

TOPICS 東⻑原事業所で緊急事態対応訓練を実施

2020年12⽉、昭和電⼯(株)東⻑原事業所において
⽕災・爆発・有害物質漏洩などの緊急事態に備え
た共同防災訓練を実施しました。本訓練は会津若
松消防署⼗⽂字出張所にご協⼒いただき、例年春
と秋に実施していますが、2020年は新型コロナウ
イルス感染拡⼤防⽌のため、通常より規模を縮⼩
し、製造課と非常時組織本部班のみが参加しまし
た。
12⽉に⾏ったため、路⾯の積雪や凍結箇所がある
ことに加え、限られた⼈員で⾏う変則的な訓練で
したが、情報伝達や現場の状況確認なども順調に進み、⽇ごろの訓練の成果を発揮できまし
た。このような状況下での訓練は初めてでしたが、今後も夜間時想定などを取り⼊れ、あら
ゆる状況に備えた訓練を実施し、緊急時対応能⼒向上に努めていきます。

Copyright (c) SHOWA DENKO K.K. All rights reserved.

関連リンク リスクマネジメント

2021年7⽉に昭和電⼯⼤分コンビ
ナートにて、”リスクと安全管
理”教育を実施しまし。参加者
は、それぞれの業務へ戻った時に
実践的な対応ができるよう、グ
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表彰⼀覧

2021年〜2022年5⽉
昭和電⼯グループ安全関連表彰 受賞⼀覧

2022年

表彰名 受賞事業場・個⼈ 受賞年⽉

労働安
全衛⽣

厚⽣労働省無災害記録証（第2種）
昭和電⼯マテリアルズ
（株）下館事業所

2022年
1⽉

労働安
全衛⽣

厚⽣労働省無災害記録証（有機化学⼯
業製造業 第2種）

昭和電⼯（株）⼤分コン
ビナート

2022年
2⽉

労働安
全衛⽣

第46回⽇本化学⼯業協会安全表彰 安
全優秀特別賞（研究所）

昭和電⼯（株）融合製品
開発研究所

2022年
5⽉

トップページ サステナビリティ情報 社会 安全・衛⽣

安全・衛⽣
マネジメントシステム 労働災害の防⽌ 設備安全 表彰⼀覧
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表彰名 受賞事業場・個⼈
受賞年
⽉

労働安
全衛⽣

厚⽣労働省無災害記録証（第1種）
昭和電⼯マテリアルズ
（株）下館事業所

2021年
3⽉

労働安
全衛⽣

第45回⽇本化学⼯業協会安全表彰 安全優
秀賞

新潟昭和（株）
2021年
5⽉

労働安
全衛⽣

第45回⽇本化学⼯業協会安全表彰 安全
優秀特別賞（中⼩規模事業所）

ユニオン昭和（株）四⽇
市⼯場

2021年
5⽉

労働安
全衛⽣

令和⼆年度⽇本アルミニウム協会労働安
全表彰 特別優良賞

昭和電⼯（株）⼩⼭事業
所

2021年
5⽉

労働安
全衛⽣

厚⽣労働省無災害記録証（第1種）
昭和電⼯マテリアルズ
（株）松⼾事業所

2021年
7⽉

Copyright (c) SHOWA DENKO K.K. All rights reserved.

2021年
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マネジメントシステム

基本的な考え⽅・⽅針

私たちは現在、資源枯渇、エネルギーをはじめとする環境問題のほか、⼈権や企業倫理・コンプ
ライアンスに関する問題など、さまざまな社会的課題に直⾯しています。当社は、⾃らの事業活
動、製品・サービスの提供を通じて、これらの社会的課題の解決に努め、持続可能なグローバル
社会に貢献することを目指しています。

近年では、「ビジネスと⼈権に関する指導原則（通称ラギー原則︓2011年6⽉採択）」、「持続
可能な開発目標（2015年9⽉採択）」など、国連の枠組みの中で世界各国は抱える課題に対応す
る取り決めがいくつも定められてきており、世界各国の企業は、その遵守及び課題解決に向けた
積極的な役割を果たすことを強く期待されています。こうした流れは、今後ますます強まってい
くものと予想されます。

しかしながら、こうした役割に沿った持続可能な発展は、当社単独で実現することはできず、関
係する全てのステークホルダーの皆さまのご理解とご協⼒が不可⽋と考えています。

当社はこうした考え⽅のもと、当社とサプライヤーの皆さまが共有する“昭和電⼯グループ サス
テナブル調達ガイドライン”を定めており、協働で遵守することで持続可能な社会への貢献やお互
いの企業価値向上を目指しています。

トップページ サステナビリティ情報 社会 サステナブル調達

サステナブル調達
マネジメントシステム サプライヤー評価 ホワイト物流

関連リンク （1.0MB）昭和電⼯グループサステナブル調達ガイドライン

関連リンク ⼈権の尊重
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推進体制

当社のサステナブル調達については、調達部門の担当役員を責任者として、購買・SCM部が管轄
し、推進しています。

当社は、すべてのサプライヤーにサステナブル調達ガイドラインの遵守を求めており、新規サプ
ライヤーには取引時に、主要な既存サプライヤーには３年に⼀度、「CSR⾃⼰診断票」にご回答
いただき、意識啓発しています。また、毎年40社程度のサプライヤーを訪問し、環境や⼈権、コ
ンプライアンスなどの視点で取り組み状況を評価しています。
「CSR⾃⼰診断」「CSR訪問」を実施したサプライヤーの取り組み状況を集計した上で、個々の
サプライヤーが全体平均・業種別に対してどのようなレベルかを明⽰し、改善に向けたアドバイ
スなどをまとめたフィードバックレポートを、診断を実施したサプライヤー全社に送付していま
す。これらをサプライヤーのリスク評価として、３年を⼀つのサイクルとして実施しており、原
則すべての購⼊品・サービスを対象としています。詳細は「購買情報 サステナビリティ調達の推
進」をご覧ください。

購買担当者の研修

サステナブル調達の実践にあたっては、購買業務に携わる当社メンバーの意識向上とスキル向上
が重要と考えており、各種の研修・勉強会の教育活動を⾏っています。コンプライアンスの概
念、独禁法・下請法・関税法・外為法・⺠法等の各種法令、購買⼿順・承認権限等の社内規定な
ど、さまざまなテーマを取り上げ、事業所・事業部の購買担当者のレベルアップを図っていま
す。2021年はグループで延べ1,236名が購買に関する研修を受講しました。

Copyright (c) SHOWA DENKO K.K. All rights reserved.
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コーポレート・ガバナンスの基本的な考え⽅

昭和電⼯は、経営の健全性、実効性および透明性を確保し、企業価値の持続的な向上により社会
から信頼・評価される「社会貢献企業」を実現するために、コーポレート・ガバナンスの充実に
取り組みます。
また、企業価値の持続的な向上により社会から信頼・評価されるためには、株主をはじめ、お客
様、取引先、地域関係者、社員等のステークホルダーの皆様との適切な関係を維持・発展させて
いくことが必要であり、これを「グループ経営理念」として明確にし、その実現に向けた経営を
推進します。

トップページ 会社情報 コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンス
（317KB）コーポレート・ガバナンス基本⽅針（2018年12⽉26⽇改定）

（905KB）コーポレート・ガバナンス報告書（更新⽇︓2022年3⽉31⽇）

コーポレート・ガバナンスの基本的な考え⽅

取締役会が経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を⾏うに当たっての⽅針と⼿
続き

経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を⾏う際の、個々の選任・指名について
の説明

独⽴社外取締役の独⽴性判断基準

取締役、監査役および執⾏役員の報酬を決定するにあたっての⽅針と⼿続き

各会議体制の概要 取締役、監査役の活動状況（2020年実績） 取締役会

監査役会 会計監査 経営会議、研究開発会議 内部監査部

委員会・推進会議
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また、当社は「意思決定のプロセス・構造」をマテリアリティの⼀つに設定しており、”取締役会
の実効性評価とそれによる改善内容公開の継続実施”をマテリアリティ達成のKPIとしています。

当社は、コーポレートガバナンス・コードに対応した「コーポレートガバナンス基本⽅針」を制
定し、当社ホームページに公表しています。

■ コーポレート・ガバナンス体制図

コーポレートガバナンスに関する施策の実施状況

関連リンク グループ経営理念

関連リンク マテリアリティと中核課題
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取締役会が経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を⾏う
に当たっての⽅針と⼿続き

取締役候補者は、取締役に求められる義務を果たすための知識、経験、能⼒を有するものとしま
す。また、経営陣幹部の選任については会社および個⼈の業績評 価等も勘案して決定します。監
査役候補者は、財務・ 会計に関する⼗分な知⾒を有しているものを含め、監査役に求められる義
務を果たすための知識、経験、能⼒を有する者とします。
経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を⾏うにあたっては、取締役会の諮問機関であ
る、過半数 を独⽴社外取締役で構成する指名諮問委員会において検討を⾏ったうえ、取締役会に
答申する体制とします。

経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を⾏う際の、個々
の選任・指名についての説明

当社は、株主総会に係る参考書類に、取締役、監査役候補者全員について個々の選任理由を記載
することにより指名の説明を⾏っています。

独⽴社外取締役の独⽴性判断基準

取締役会は、法令および東証が定める独⽴性基準に基づき、当社の社外取締役に係る独⽴性基準
を定め、その基準を満たす候補者を選定します。独⽴性基準については、「コーポレート・ガバ
ナンス基本⽅針別紙」に記載しています。

取締役、監査役および執⾏役員の報酬を決定するにあたっての⽅
針と⼿続き

＜役員報酬制度の概要＞

2022年以降の当社の役員報酬制度の概要は以下の通りです。

１．基本⽅針

●取締役（社外取締役を除く）
『世界トップクラスの機能性化学メーカー』を目指すに相応しい優秀な⼈材を内外から獲得・
保持できる報酬制度であること
業績目標の達成及び中⻑期的な企業価値の向上を動機付け、当社グループの持続的な成⻑に寄
与するものであること
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●社外取締役

２．報酬構成・報酬⽔準

業務執⾏取締役および執⾏役員の報酬は、役位等によって決定する基本報酬（固定報酬）、短期
業績連動報酬、中⻑期業績連動報酬（以下「株式報酬」という。）により構成します。「基本報
酬︓短期業績連動報酬︓株式報酬」の⽐率は、代表取締役社⻑の基準額で概ね「40％︓30％︓
30％」を目安とし、その他の業務執⾏取締役および執⾏役員については社⻑に準じて設定しま
す。取締役会⻑（代表権無し）については、経営の監督という主たる役割に鑑み、短期業績連動
報酬を⽀給しないものとします。また、社外取締役ならびに監査役については、その役割・責任
を考慮して基本報酬のみの構成とします。

報酬構成・報酬⽔準の決定にあたっては、外部専門機関が運営する客観的な報酬市場調査データ
（ウイリス・タワーズワトソン社の「経営者報酬データベース」）等を活⽤して、グローバルに
事業を展開する同規模の化学その他素材産業企業との⽐較結果を踏まえるものとします。

参考図表１ 報酬等の種類と⽀給対象

報酬等の種類 ⽀給対象 

固定／
変動

⾦銭／非
⾦銭

構成要素
業務執⾏
取締役

執⾏役員

取締役会⻑
（代表権無

し）

社外取
締役

監査
役

固定

⾦銭

基本報酬 〇 〇 〇 〇

変動

短期業績連動報酬
（賞与）

〇 ー  ー ー

非⾦銭
中期業績連動報酬
（株式報酬）

〇 〇 ー ー

参考図2 代表取締役社⻑の報酬構成⽐率のイメージ（現⾏制度・新制度⽐較）

株主を含むすべてのステークホルダーに対する説明責任の観点から透明性、公正性および合理
性を備えた報酬決定プロセスであること

独⽴かつ客観的な⽴場から当社の経営を監督するという役割・責務に適した報酬体系であるこ
と
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３．インセンティブ報酬

インセンティブ報酬は、業績等の成果や企業価値と連動する報酬制度のもとで経営理念や経営戦
略に則した職務の遂⾏を強く促すべく、統合新会社の⻑期ビジョンにおける⻑期数値目標に掲げ
た指標等の成果に応じて⽀給される仕組みとします。具体的には以下のとおりです。

(ア)短期業績連動報酬（賞与）
役位別に予め定められた基準額に業績評価係数（０％〜200％の間で変動）を乗じて、個⼈別の
⽀給額を決定します。業績評価係数は、全社業績評価70％、個⼈評価30％のウエイトとしま
す。ただし、代表取締役会⻑は全社業績評価のみとします。

全社業績評価の指標は、連結EBITDA額（20％）、連結対売上EBITDA％（30％）、ROIC
（20％）とし、このうち連結EBITDA額および連結対売上EBITDA％は毎期の目標達成度に応じ
た評価、ROICは過去３年平均値の目標達成度に応じた評価とします。

個⼈業績評価は、個⼈別の目標・評価・⽀給額について、取締役会からの委任を受けた報酬諮問
委員会にて決定するものとします。

なお、不正⾏為等が⽣じた際には、その⾏為等が⽣じた時期やそれが明らかになった時期等に応
じて、受給権の消滅や報酬の返還請求等を⾏うことができるものとします。当該受給権の消滅や
報酬の返還は、報酬諮問委員会で審議の上、取締役会で決定します。

参考図表3 短期業績連動報酬（賞与）の評価指標

評価指標 評価ウエイト

連結EBITDA（額） 20%
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評価指標 評価ウエイト

全社業績評価 対売上連結EBITDA％ 30%

ROIC 20%

個⼈業績評価 30%

（イ）中⻑期業績連動報酬（株式報酬）
新しい株式報酬制度は、役位別に予め定める基準額に応じた基準交付ポイントに、TSR評価係数
（０〜200％で変動）を乗じてポイント数を決定します。TSR評価係数は、当社とビジネスモデ
ルが近く、事業上競合する同規模以上の化学・繊維業界企業との３年間の相対TSR評価の順位
（パーセンタイルランク、以下「％ile」といいます。）により決定します。⻑期ビジョンの実現
を促すべく、順位が⽐較企業の60％ileの場合にTSR評価係数が100％、20％ileを下回る場合に
はTSR評価係数をゼロとする仕組みとします。⻑期的な株主との価値共有を促進するため、退任
後に累積ポイント相当の株式を⼀括して交付するものとします。

なお、不正⾏為等が⽣じた際には、その⾏為等が⽣じた時期やそれが明らかになった時期等に応
じて、受給権の消滅や報酬の返還請求等を⾏うことができるものとします。当該受給権の消滅や
報酬の返還は、報酬諮問委員会で審議の上、取締役会で決定します。

参考図表4 TSR評価期間と株式交付のイメージ

参考図表5 TSR評価係数
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４．報酬ガバナンス

当社の報酬諮問委員会は、独⽴社外取締役を委員⻑とし、委員の過半数を独⽴社外役員で構成さ
れます。報酬諮問委員会が役員報酬の環境に関する最新の状況やマーケット動向、当社が定める
⽐較企業との報酬⽐較結果やその他助⾔等も踏まえ、取締役会へ必要な答申または報告を⾏うも
のとしております。なお、2022年度より当社の取締役の個⼈別の報酬等の内容の決定について
は、その判断にあたって⾼い独⽴性、客観性を担保するべく、報酬諮問委員会に委任する予定で
す。また、当社は、外部の報酬コンサルティング会社（ウイリス・タワーズワトソン社）をアド
バイザーとして起⽤しております。

＜取締役、監査役に⽀払った報酬等の額（2021年）＞

役員区分
報酬等の総

額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万
円）

対象となる役員の⼈
数基本報

酬

短期業
績

連動報
酬

株式報
酬

取締役 307 208 51 48 9

うち社外取締役 58 58 － － 4

監査役 96 96 － － 5

うち社外監査役 36 36 － － 3

上記「基本報酬」および「短期業績連動報酬」の額は、2021年度に⽀払った報酬等の合計額
(全額⾦銭報酬)です。

1. 

上記「株式報酬」の額は、2021年度に費⽤計上した⾦額の合計額です。当社の株式報酬は、
中期経営計画期間ごとに当社のTSR評価に応じて役位別に決定された数の株式等を、退任時
に繰り延べて交付するものです。交付する株式等の60%は現物株式で、40%は時価相当額の
⾦銭で⽀給します。なお、株式報酬の運⽤においては、みずほ信託銀⾏株式会社の株式給付
信託(「BBT」)を活⽤しています。

2. 

取締役の⾦銭報酬の額は、2016年3⽉30⽇開催の第107回定時株主総会において⽉額4,200
万円以内と決議しています(使⽤⼈兼務取締役の使⽤⼈分給与は含まない)。当該定時株主総
会終結時点の取締役の員数は9名(うち、社外取締役は3名)です。また、当該⾦銭報酬とは別
枠として、同株主総会において、社外取締役を除く取締役に対する株式報酬等(株式の取得資
⾦として3事業年度で288百万円を上限に拠出)を決議しています。当該定時株主総会終結時
点の取締役(社外取締役を除く。)の員数は6名です。 監査役の⾦銭報酬の額は、2005年3⽉

3.

106



各会議体制の概要

体制 メンバー 開催頻度

取締役会
10名（うち4名は社外取締役（うち1名は⼥性））
(2022年3⽉時点）

1〜2回/⽉

経営会議
社⻑、最⾼職務責任者（CXO)、および社⻑が認める部
門⻑

原則として2回/
週

監査役会
5名（うち3名は社外監査役（うち2名は⼥性））
(2022年3⽉時点）

1〜2回/⽉

指名諮問委員会 社内取締役2名、社外取締役4名 3〜4回/年

報酬諮問委員会 社内取締役2名、社外取締役3名（2022年3⽉時点） 3〜4回/年

取締役会、監査役会の開催状況（2021年実績）

（＊印の取締役、監査役は2021年3⽉開催の定時株主総会で選任後の出席回数）

取締役

取締役会

代表取締役会⻑ 森川宏平 14回／14回（100％）

代表取締役社⻑ ⾼橋秀仁 14回／14回（100％）

取締役 市川秀夫 14回／14回（100％）

取締役 ⽵内元浩 14回／14回（100％）

取締役 丸⼭ 寿＊ 11回／11回（100％）

取締役 酒井浩志 14回／14回（100％）

30⽇開催の第96回定時株主総会において、⽉額1,200万円以内と決議しています。当該定時
株主総会終結時点の監査役の員数は4名です。
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取締役会

取締役（社外） 尾嶋正治 14回／14回（100％）

取締役（社外） ⻄岡 潔 14回／14回（100％）

取締役（社外） ⼀⾊浩三 14回／14回（100％）

取締役（社外） 森川典⼦ 14回／14回（100％）

監査役

取締役会 監査役会

常勤監査役 加藤俊晴 14回／14回（100％） 13回／13回（100％）

常勤監査役 ⽥中  淳 14回／14回（100％） 13回／13回（100％）

監査役（社外） 齋藤聖美 14回／14回（100％） 13回／13回（100％）

監査役（社外） ⼤⻄ 節 14回／14回（100％） 13回／13回（100％）

監査役（社外） ⽮嶋雅⼦ 14回／14回（100％） 13回／13回（100％）

指名諮問委員会、報酬諮問委員会の開催状況

（2021年4⽉〜2022年3⽉実績）

指名諮問委員会

メンバー 開催紋状況

代表取締役会⻑ 森川宏平 4回／4回（100％）

取締役 市川秀夫 4回／4回（100％）

取締役（社外） 尾嶋正治（委員⻑） 4回／4回（100％）
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メンバー 開催紋状況

取締役（社外） ⻄岡 潔 4回／4回（100％）

取締役（社外） ⼀⾊浩三 4回／4回（100％）

取締役（社外） 森川典⼦ 4回／4回（100％）

報酬諮問委員会

メンバー 開催紋状況

代表取締役会⻑ 森川宏平 4回／4回（100％）

取締役 ⽵内元浩 4回／4回（100％）

取締役（社外） ⻄岡 潔（委員⻑） 4回／4回（100％）

取締役（社外） 森川典⼦ 4回／4回（100％）

監査役（社外） ⼤⻄ 節 4回／4回（100％）

取締役会

取締役会は、会社の基本⽅針を決定するとともに会 社法および定款で定められた事項および重要
な業務執 ⾏案件について、充分な審議を経たうえで決定し、経 営の意思決定機能の迅速化と活
性化を図っています。
取締役会の監督機能の強化と意思決定の適正性を確保するため、取締役はコーポレート・ガバナ
ンスの視 点を重視して選任し、業務執⾏が本来の職務である執⾏役員は可能な限り取締役を兼任
せず業務執⾏に専念する体制としています。また、会⻑・社⻑を除く取締役の役付を廃⽌し、社
外監査役を含む監査役による監視、各取締役間の相互監視により、その実効を図っています。
さらに、経営環境の変化に迅速に対応した経営体制を機動的に構築するとともに、取締役の経営
責任を明確化するため、取締役の任期は1年としています。

関連リンク 役員
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当社は監査役制度を採⽤しています。監査役は取締役会および社内の重要な諸会議に出席し、必
要に応じて意⾒を述べ、また業務執⾏の監督を、現地実査、責任者のヒアリング、重要⽂書の閲
覧などを通じて⾏い、経営の健全性確保のための提⾔、助⾔、勧告を⾏っています。また、グ
ループ会社の監査を充実し、主要なグループ会社の監査役と連携し、連結経営体制の強化に取り
組んでいます。

会計監査

有限責任あずさ監査法⼈との間で監査契約を締結し、同法⼈が会計監査を実施しています。
会計監査⼈は、監査役と年間監査計画の確認を⾏うとともに、監査結果の報告を⾏っています。
また、情報・意⾒交換を随時⾏い、連携を図っています。

経営会議・研究開発会議

取締役会に付議すべき事項や重要な案件は、社⻑が議⻑を務める経営会議において、2審制によ
る審議のうえ策定しています。経営会議へ上程する投資案件は、リスクに係わる事前審査やタス
クチームの検討により、事前のリスク分析や成果・進捗管理を⾏っていま す。中期経営計画等の
経営基本施策は、経営会議の審議はもとより、執⾏役員全員による充分な検討を経た上で策定し
ています。
また、研究開発に関わる重要事項については、研究開発会議で審議、決定しています。

内部監査部

社⻑直轄の組織として内部監査部を設置しています。内部監査部は、グループ会社を含む会社の
業務執⾏状況を調査し、正確性、妥当性および効率性を、また、 経営⽅針、計画および内部統制
システムの機能状況を調査し、整合性および健全性を検証しています。内部監査の結果は監査役
にも報告され、監査役監査と相互の連携を図っています。

委員会・推進会議

当社は、適切な業務執⾏上必要な特定事項について、社⻑直下の委員会として、安全保障輸出管
理委員会、保安対策委員会を設置すると共に、社⻑が議⻑を務める経営会議の下に、サステナビ
リティ推進会議、レスポンシブル・ケア推進会議、ＩＲ推進会議を設置し、それぞれの事項に関
して調査、研究、審議などを⾏っています。

サステナビリティ推進会議

関連リンク 役員

監査役会
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サステナビリティ推進会議では、コンプライアンスやリスクマネジメントを中⼼とした昭和電⼯
グループのCSR全般の重要な事項について検討を⾏っています。コンプライアンスに関しては、
中⻑期の活動計画および重要事項の検討を⾏うとともに、活動計画に基づく施策の策定、実施状
況の評価を⾏います。また、リスクの定期的な集約・評価を⾏うとともに、当社グループに影響
を及ぼす危険度の⾼いリスクについての施策を⽴案し、実施状況を確認します。

レスポンシブル・ケア推進会議

昭和電⼯グループは、「環境・安全・健康」に関する経営⽅針である「レスポンシブル・ケアに
関する⾏動指針」に基づき活動を推進しています。また、レスポンシブル・ケア推進会議では、
レスポンシブル・ケアに関する重要事項を事前審議しています。

IR推進会議

IR推進会議は、CFOが議⻑となり、IRに関する総合施策・基本計画の検討、適時開⽰規則に基づ
く決算等に関する重要事実の⼀元的な管理や、重要事実の適切な開⽰の確保を⾏っています。
当社は、IR活動を、「株主や投資家の皆様に当社の企業経営、企業活動、戦略をご理解いただ
き、当社の企業価値を正当に評価いただくための活動」と考え、株主や投資家の皆様との積極的
なコミュニケーションを図り、経営の透明性の向上を図り、当社に関する企業情報を、わかりや
すく、公平に、タイムリーに、かつ正確に開⽰することに取り組んでいます。2018年4⽉に施⾏
された改正⾦融商品取引法のフェア・ディスクロージャー・ルールに対応すべく、当社の情報開
⽰に関する基本⽅針（ディスクロージャー・ポリシー）を改訂し、当社ウェブサイトで開⽰しま
した。

安全保障輸出管理委員会

安全保障輸出管理委員会では、すべての輸出品に対して⾏政の許可要否を確認するために、該否
判定、顧客審査、取引決裁をシステム化しています。

保安対策委員会

保安対策委員会では、環境・安全・健康に関する総合施策・基本計画の検討、意⾒具申を⾏って
います。

関連リンク CSR⽅針

関連リンク レスポンシブル・ケア活動

関連リンク IR情報

Copyright (c) SHOWA DENKO K.K. All rights reserved.
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昭和電⼯

エネルギー
使⽤量（原
油換算）

温室効果ガ
ス排出量
（Scope1
エネルギー
起源）①

温室効果ガ
ス排出量
（Scope1
非エネル
ギー起源）
②

温室効果ガ
ス排出量
（Scope1
6ガス計）③

温室効果ガ
ス排出量
（Scope1
メタン
(CH₄)）

温室効果ガ
ス排出量
（Scope1
N₂O）

温室効果ガ
ス排出量
（Scope1
PFCs）

温室効果ガ
ス排出量
（Scope1
HFCs）

温室効果ガ
ス排出量
（Scope1
SF₆）

温室効果ガ
ス排出量
（Scope1
NF₃）

温室効果ガ
ス排出量
（Scope1
合計）①＋
②＋③

温室効果ガ
ス排出量
（Scope2
エネルギー
起源）

温室効果ガス排出
量 合計 
(Scope1,Scope2)

温室効果ガ
ス排出原単
位

輸送部門に
おけるCO₂排
出量（単
体）

輸送エネル
ギー消費原
単位（単
体）

輸送トンキ
ロ（単体）

2017 2018 2019 2020 2021

エネルギー使⽤量（原油換
算） 万kl 158 147 146 142 135

温室効果ガス排出量
（Scope1 エネルギー起
源）①

千トン-CO₂e 2,901 2,955 3,001 2,979 2,911

温室効果ガス排出量
（Scope1 非エネルギー起
源）②

千トン-CO₂e 100 96 91 41 46

温室効果ガス排出量
（Scope1 6ガス計）③ 千トン-CO₂e 56 45 43 45 44

温室効果ガス排出量
（Scope1 メタン(CH₄)） 千トン 1 1 1 1 1

温室効果ガス排出量
（Scope1 N₂O） 千トン 6 5 5 5 5
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温室効果ガス排出量
（Scope1 PFCs）

千トン 26 25 27 35 33

温室効果ガス排出量
（Scope1 HFCs） 千トン 23 14 10 9 11

温室効果ガス排出量
（Scope1 SF₆） 千トン 0 0 0 0 0

温室効果ガス排出量
（Scope1 NF₃） 千トン 0 0 0 0 0

温室効果ガス排出量
（Scope1 合計）①＋②＋
③

千トン-CO₂e 3,056 3,095 3,135 3,064 3,001

温室効果ガス排出量
（Scope2 エネルギー起
源）

千トン-CO₂e 597 322 284 236 282

温室効果ガス排出量 合計 
(Scope1,Scope2) 千トン-CO₂e 3,654 3,416 3,419 3,300 3,283

温室効果ガス排出原単位 t-CO₂e/kl 2.42 2.43 2.42 2.39 2.43

輸送部門におけるCO₂排出量
（単体） 千トン 24.6 23.1 20.6 19.0 19.3

輸送エネルギー消費原単位
（単体） kl/百万トンキロ 22.4 22.0 21.4 21.3 22.2

輸送トンキロ（単体） 百万トンキロ 415 397 364 337 328

注釈
1.温室効果ガス排出量（Scope1 メタン(CH₄)） - 温対法集計対象以外の3kt未満の数値を含む

2.温室効果ガス排出量（Scope1 N₂O） - 温対法集計対象以外の3kt未満の数値を含む

3.温室効果ガス排出原単位 - 温室効果ガス排出原単位は、温室効果ガス排出量をエネルギー使⽤量（原油換算）で除算し
た値です。

4.注記がない場合、昭和電⼯は国内グループ連結(昭和電⼯マテリアルズを除く）、昭和電⼯マテリアルズは単体のデー
タとなります。

© Euroland.com 提供元
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昭和電工マテリアルズ

水域排出（COD） 水域排出（BOD） 水域排出（全りん） 水域排出（全窒素） 日化協PRTR対象物質　
大気排出量

日化協PRTR対象物質　
水域排出量

日化協PRTR対象物質　
排出量　合計

有害大気汚染物質排出
量（VOC)　排出量

大気環境負荷物質排出
量（SOx)

大気環境負荷物質排出
量（NOx)

大気環境負荷物質排出
量（ばいじん)

2017 2018 2019 2020 2021

水域排出（COD） トン ‒ ‒ ‒ 12 17

水域排出（BOD） トン ‒ ‒ ‒ 8 7

水域排出（全りん） トン ‒ ‒ ‒ ‒ 0

水域排出（全窒素） トン ‒ ‒ ‒ ‒ 7

日化協PRTR対象物質　大気排出量 トン ‒ ‒ ‒ ‒ 108

日化協PRTR対象物質　水域排出量 トン ‒ ‒ ‒ ‒ 0.00

日化協PRTR対象物質　排出量　合計 トン ‒ ‒ ‒ ‒ 108

有害大気汚染物質排出量（VOC)　排出量 トン ‒ ‒ ‒ ‒ 0

大気環境負荷物質排出量（SOx) トン ‒ ‒ ‒ 2 6

大気環境負荷物質排出量（NOx) トン ‒ ‒ ‒ 16 302

大気環境負荷物質排出量（ばいじん) トン ‒ ‒ ‒ 1 55

注釈
1.水域排出（全りん） ‒ 海域・河川への排出。下水道排出なし
2.水域排出（全窒素） ‒ 海域・河川への排出。下水道排出なし
3.注記がない場合、昭和電工は国内グループ連結(昭和電工マテリアルズを除く）、昭和電工マテリアルズは単体のデータとなります。

© Euroland.com 提供元
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昭和電工

環境会計　設備投資
額　合計

環境会計　費用　合計 環境会計　金銭的効
果　合計

環境汚染に関する法令
違反件数（罰金および
処罰）（連結）

水に関する許可、基
準、規則の重大な違反
件数

2017 2018 2019 2020 2021

環境会計　設備投資額　合計 百万円 1,560 2,708 3,392 982 1,376

環境会計　費用　合計 百万円 3,488 3,815 5,590 3,270 3,253

環境会計　金銭的効果　合計 百万円 851 697 524 533 532

環境汚染に関する法令違反件数（罰金および
処罰）（連結）

件 0 0 0 0 0

水に関する許可、基準、規則の重大な違反件
数

件 0 0 0 0 0

注釈
1.注記がない場合、昭和電工は単体、昭和電工マテリアルズは単体のデータとなります。

© Euroland.com 提供元
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昭和電工マテリアルズ

環境会計　設備投資
額　合計

環境会計　費用　合計 環境会計　金銭的効
果　合計

環境汚染に関する法令
違反件数（連結）

水に関する許可、基
準、規則の重大な違反
件数

2017 2018 2019 2020 2021

環境会計　設備投資額　合計 百万円 ‒ ‒ ‒ 2,409 1,153

環境会計　費用　合計 百万円 ‒ ‒ ‒ 3,010 6,166

環境会計　金銭的効果　合計 百万円 ‒ ‒ ‒ 1,486 1,152

環境汚染に関する法令違反件数（連結） 件 ‒ ‒ ‒ 0 0

水に関する許可、基準、規則の重大な違反件
数

件 ‒ ‒ ‒ 0 0

注釈
1.注記がない場合、昭和電工は単体、昭和電工マテリアルズは単体のデータとなります。

© Euroland.com 提供元
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昭和電工

単体（男性） 単体（女性） 単体　計 国内グループ会社（男
性）

国内グループ会社（女
性）

国内グループ会社　計

海外グループ会社（男
性）

海外グループ会社（女
性）

海外グループ会社　計 連結（男性） 連結（女性） 連結（女性比率）

連結　計 地域別（日本）（連
結）

地域別（アジア）（連
結）

地域別（その他）（連
結）

海外従業員比率（連
結）

年代別（20代以下)

年代別（30代) 年代別（40代) 年代別（50代以上) 平均年齢 管理職　（男性）　
（単体）

管理職　（女性）　
（単体）

管理職　合計　（単
体）

女性の管理職に占める
比率　（単体）

管理職　（男性）　
（連結）

管理職　（女性）　
（連結）

管理職　合計　（連
結）

女性の管理職に占める
比率　（連結）

障がい者雇用数 障がい者雇用率

2017 2018 2019 2020 2021

単体（男性） 人 3,198 2,919 2,995 3,060 2,852

単体（女性） 人 418 428 442 455 446

単体　計 人 3,616 3,347 3,437 3,515 3,298

国内グループ会社（男性） 人 2,147 2,160 2,172 2,008 1,804

国内グループ会社（女性） 人 324 336 342 320 263

国内グループ会社　計 人 2,471 2,496 2,514 2,328 2,067

海外グループ会社（男性） 人 3,599 3,526 3,695 3,673 3,192

海外グループ会社（女性） 人 1,178 1,107 1,167 1,117 1,071

海外グループ会社　計 人 4,777 4,633 4,862 4,790 4,263

連結（男性） 人 8,944 8,605 8,862 8,741 7,848

連結（女性） 人 1,920 1,871 1,951 1,892 1,780

連結（女性比率） % 17.7 17.9 18.0 17.8 18.5

連結　計 人 10,864 10,476 10,813 10,633 9,628

地域別（日本）（連結） 人 ‒ ‒ ‒ 5,843 5,365

地域別（アジア）（連結） 人 ‒ ‒ ‒ 3,759 3,303

地域別（その他）（連結） 人 ‒ ‒ ‒ 1,031 960

海外従業員比率（連結） % 44.0 44.2 45.0 45.0 44.3

年代別（20代以下) 人 777 747 784 795 673

年代別（30代) 人 804 736 762 776 744

年代別（40代) 人 1,240 1,067 1,101 1,057 940

年代別（50代以上) 人 764 767 790 887 936

平均年齢 才 40.0 39.9 40.1 40.2 41.1

管理職　（男性）　（単体） 人 724 684 683 696 654

管理職　（女性）　（単体） 人 28 33 35 39 39

管理職　合計　（単体） 人 752 717 718 735 693

女性の管理職に占める比率　（単体） % 3.7 4.6 4.9 5.3 5.6

管理職　（男性）　（連結） 人 1,464 1,416 1,457 1,444 1,283

管理職　（女性）　（連結） 人 121 127 137 136 120

管理職　合計　（連結） 人 1,585 1,543 1,594 1,580 1,403

女性の管理職に占める比率　（連結） % 7.6 8.2 8.6 8.6 8.6

障がい者雇用数 人 136 114 125 126 128

障がい者雇用率 % 2.64 2.39 2.28 2.29 2.36

注釈
1. 地域別（アジア）（連結） ‒ 日本除く
2. 管理職　（男性）　（単体） ‒ 課長級以上
3. 管理職　（女性）　（単体） ‒ 課長級以上
4. 管理職　合計　（単体） ‒ 課長級以上
5. 女性の管理職に占める比率　（単体） ‒ 課長級以上
6. 管理職　（男性）　（連結） ‒ 課長級以上
7. 管理職　（女性）　（連結） ‒ 課長級以上
8. 管理職　合計　（連結） ‒ 課長級以上
9. 女性の管理職に占める比率　（連結） ‒ 課長級以上
10.注記がない場合、単体のデータとなります。
11.昭和電工の国内グループ会社、連結の値は昭和電工マテリアルズの値を含みません。

© Euroland.com 提供元
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昭和電工マテリアルズ

単体（男性） 単体（女性） 単体（女性比率） 単体　計 連結（男性） 連結（女性）

連結（女性比率） 連結　計 地域別（日本）（連
結）

地域別（アジア）（連
結）

地域別（その他）（連
結）

海外従業員比率（連
結）

年代別（20代以下) 年代別（30代) 年代別（40代) 年代別（50代) 年代別（60代以上) 平均年齢

平均年齢（男性） 平均年齢（女性） 管理職（男性） 管理職（女性） 管理職　合計 女性の管理職に占める
比率

障がい者雇用数 障がい者雇用率 障がい者雇用率（国内
グループ会社）

2017 2018 2019 2020 2021

単体（男性） 人 5,693 5,716 5,718 5,812 4,519

単体（女性） 人 787 812 897 917 718

単体（女性比率） % 12.1 12.4 13.6 13.6 13.7

単体　計 人 6,480 6,528 6,615 6,729 5,237

連結（男性） 人 ‒ ‒ ‒ ‒ 12,909

連結（女性） 人 ‒ ‒ ‒ ‒ 3,517

連結（女性比率） % ‒ ‒ ‒ ‒ 21.4

連結　計 人 22,623 22,989 23,095 23,051 16,426

地域別（日本）（連結） 人 9,465 9,499 9,496 9,447 7,362

地域別（アジア）（連結） 人 11,185 11,355 11,133 11,130 6,633

地域別（その他）（連結） 人 1,973 2,135 2,466 2,474 2,431

海外従業員比率（連結） % 58.2 58.7 58.9 59.0 55.2

年代別（20代以下) 人 ‒ ‒ ‒ 881 667

年代別（30代) 人 ‒ ‒ ‒ 1,604 1,286

年代別（40代) 人 ‒ ‒ ‒ 2,046 1,524

年代別（50代) 人 ‒ ‒ ‒ 1,869 1,510

年代別（60代以上) 人 ‒ ‒ ‒ 329 250

平均年齢 才 41.9 42.3 42.9 43.2 43.3

平均年齢（男性） 才 42.4 42.8 43.4 43.7 43.8

平均年齢（女性） 才 38.4 38.8 39.3 39.8 40.2

管理職（男性） 人 778 751 784 781 609

管理職（女性） 人 25 35 33 34 28

管理職　合計 人 803 786 817 815 637

女性の管理職に占める比率 % 3.1 4.5 4.0 4.2 4.4

障がい者雇用数 人 ‒ ‒ ‒ 170 141

障がい者雇用率 % 2.28 2.31 2.29 2.27 1.95

障がい者雇用率（国内グループ会社） % 2.50 2.46 2.49 2.40 2.56

注釈
1.地域別（アジア）（連結） ‒ 日本除く
2.管理職（男性） ‒ 課長級以上
3.管理職（女性） ‒ 課長級以上
4.管理職　合計 ‒ 課長級以上
5.女性の管理職に占める比率 ‒ 課長級以上
6.注記がない場合、単体のデータとなります。
7.昭和電工の国内グループ会社、連結の値は昭和電工マテリアルズの値を含みません。
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昭和電工

新卒採用数（男性） 新卒採用数（女性） 新卒採用数　合計 女性の新卒採用者に占
める比率

一人あたり新卒新入社
員研修時間

中途採用数（男性）

中途採用数（女性） 中途採用数　合計 中途採用比率 平均勤続年数（男性） 平均勤続年数（女性） 平均勤続年数　合計

正社員の自己都合離職
者数

正社員の自己都合離職
率

定年退職者 再雇用数 定年退職者 再雇用率 一人あたり年間労働時
間

一人あたり平均月間残
業時間数

一人あたり年休取得日
数

一人あたり年休付与日
数

年休取得率 集合研修受講対象者一
人当たりの研修時間

平均月例賃金（男性） 平均月例賃金（女性）

2017 2018 2019 2020 2021

新卒採用数（男性） 人 78 116 126 129 57

新卒採用数（女性） 人 14 25 22 24 13

新卒採用数　合計 人 92 141 148 153 70

女性の新卒採用者に占める比率 % 15.2 17.7 14.9 15.7 18.6

一人あたり新卒新入社員研修時間 時間 ‒ ‒ 56 32 41

中途採用数（男性） 人 17 80 83 38 16

中途採用数（女性） 人 3 21 13 7 3

中途採用数　合計 人 20 101 96 45 19

中途採用比率 % ‒ 41.7 39.3 22.7 19.3

平均勤続年数（男性） 年 17.0 16.8 16.8 16.8 17.6

平均勤続年数（女性） 年 13.8 12.5 12.6 12.7 13.6

平均勤続年数　合計 年 16.9 16.6 16.3 16.3 17.1

正社員の自己都合離職者数 人 67 59 49 52 58

正社員の自己都合離職率 % 1.85 1.76 1.43 1.48 1.76

定年退職者 再雇用数 人 359 284 275 246 218

定年退職者 再雇用率 % 83.0 78.4 89.2 94.7 93.2

一人あたり年間労働時間 時間 2,011.9 2,013.5 1,963.4 1,961.0 1,990.7

一人あたり平均月間残業時間数 時間 18.8 18.9 16.8 15.7 17.8

一人あたり年休取得日数 日 13.8 13.6 14.3 13.9 14.6

一人あたり年休付与日数 日 19.4 19.4 19.3 19.4 19.5

年休取得率 % 71.1 70.1 74.1 71.6 74.9

集合研修受講対象者一人当たりの研修時間 時間 ‒ ‒ 30.3 16.2 14.1

平均月例賃金（男性） 円 314,638 315,015 324,165 326,846 331,005

平均月例賃金（女性） 円 293,266 290,641 301,093 304,400 307,409

注釈
1. 新卒採用数（男性） ‒ 2018年データより定義を変更し遡及修正済
2. 新卒採用数（女性） ‒ 2018年データより定義を変更し遡及修正済
3. 新卒採用数　合計 ‒ 2018年データより定義を変更し遡及修正済
4. 女性の新卒採用者に占める比率 ‒ 2018年データより定義を変更し遡及修正済
5. 一人あたり新卒新入社員研修時間 ‒ 本社総合職採用者(入社1∼5年目)の平均受講時間
6. 中途採用数（男性） ‒ 2018年データより定義を変更し遡及修正済
7. 中途採用数（女性） ‒ 2018年データより定義を変更し遡及修正済
8. 中途採用数　合計 ‒ 2018年データより定義を変更し遡及修正済
9. 定年退職者 再雇用数 ‒ 2018年データより定義を変更し遡及修正済
10.定年退職者 再雇用率 ‒ 2018年データより定義を変更し遡及修正済
11.平均月例賃金（男性） ‒ 総合職及び基幹職
12.平均月例賃金（女性） ‒ 総合職及び基幹職
13.注記がない場合、単体のデータとなります。
14.昭和電工の国内グループ会社、連結の値は昭和電工マテリアルズの値を含みません。
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昭和電工マテリアルズ

新卒採用数（男性） 新卒採用数（女性） 新卒採用数　合計 女性の新卒採用者に占
める比率

一人あたり新卒新入社
員研修時間

中途採用数（男性）

中途採用数（女性） 中途採用数　合計 中途採用比率 平均勤続年数（男性） 平均勤続年数（女性） 平均勤続年数　合計

正社員の自己都合離職
者数

正社員の自己都合離職
率

定年退職者 再雇用数 定年退職者 再雇用率 一人あたり年間労働時
間

一人あたり平均月間残
業時間数

一人あたり年休取得日
数

一人あたり年休付与日
数

年休取得率 集合研修受講対象者一
人当たりの研修時間

平均月例賃金（男性） 平均月例賃金（女性）

2017 2018 2019 2020 2021

新卒採用数（男性） 人 68 77 86 103 64

新卒採用数（女性） 人 25 34 26 27 18

新卒採用数　合計 人 93 111 112 130 82

女性の新卒採用者に占める比率 % 26.9 30.6 23.2 20.8 22.0

一人あたり新卒新入社員研修時間 時間 ‒ ‒ ‒ 54 40

中途採用数（男性） 人 ‒ ‒ 30 39 73

中途採用数（女性） 人 ‒ ‒ 12 25 19

中途採用数　合計 人 ‒ ‒ 42 64 92

中途採用比率 % ‒ ‒ 27.3 32.0 52.9

平均勤続年数（男性） 年 18.9 18.9 19.0 19.1 19.4

平均勤続年数（女性） 年 14.2 14.2 14.4 15.0 15.8

平均勤続年数　合計 年 18.9 18.9 19.0 18.6 18.9

正社員の自己都合離職者数 人 ‒ ‒ ‒ 124 127

正社員の自己都合離職率 % ‒ ‒ ‒ 2.08 2.04

定年退職者 再雇用数 人 ‒ ‒ ‒ 175 88

定年退職者 再雇用率 % ‒ ‒ ‒ 82.5 76.5

一人あたり年間労働時間 時間 ‒ ‒ ‒ 1,978.7 2,009.4

一人あたり平均月間残業時間数 時間 ‒ ‒ ‒ 22.9 25.3

一人あたり年休取得日数 日 ‒ ‒ ‒ 16.5 16.7

一人あたり年休付与日数 日 ‒ ‒ ‒ 23.9 23.8

年休取得率 % ‒ ‒ ‒ 69.0 70.2

集合研修受講対象者一人当たりの研修時間 時間 ‒ ‒ ‒ 14.6 17.1

平均月例賃金（男性） 円 ‒ ‒ ‒ 295,368 300,534

平均月例賃金（女性） 円 ‒ ‒ ‒ 264,684 276,147

注釈
1.一人あたり新卒新入社員研修時間 ‒ 本社総合職採用者の平均受講時間
2.平均月例賃金（男性） ‒ 総合職及び基幹職
3.平均月例賃金（女性） ‒ 総合職及び基幹職
4.注記がない場合、単体のデータとなります。
5.昭和電工の国内グループ会社、連結の値は昭和電工マテリアルズの値を含みません。
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昭和電工

育児休業取得者数（男
性）

育児休業取得者数（女
性）

育児休業取得者数　合
計

育児休業取得率（男
性）

育児休業取得率（女
性）

育児休業取得日数（男
性）

育児休業取得日数（女
性）

育児休業復職率 介護休業取得者数（男
性）

介護休業取得者数（女
性）

介護休業取得者数　合
計

育児・介護短時間勤務
利用者数（男性）

育児・介護短時間勤務
利用者数（女性）

育児・介護短時間勤務
利用者数　合計

労働組合加入者数 労働組合加入率（団体
交渉権保有率）

2017 2018 2019 2020 2021

育児休業取得者数（男性） 人 56 52 74 82 64

育児休業取得者数（女性） 人 24 18 24 32 30

育児休業取得者数　合計 人 80 70 98 107 94

育児休業取得率（男性） % 31.7 55.2 63.6 86.3 79.0

育児休業取得率（女性） % 100 90 100 100 100

育児休業取得日数（男性） 日 7 6 7 7 15

育児休業取得日数（女性） 日 371 350 345 307 329

育児休業復職率 % 100 100 100 100 100

介護休業取得者数（男性） 人 2 0 0 0 0

介護休業取得者数（女性） 人 1 0 1 1 0

介護休業取得者数　合計 人 3 0 1 1 0

育児・介護短時間勤務利用者数（男性） 人 0 0 0 0 3

育児・介護短時間勤務利用者数（女性） 人 33 45 57 41 53

育児・介護短時間勤務利用者数　合計 人 33 45 57 41 56

労働組合加入者数 人 2,832 2,590 2,678 2,760 2,561

労働組合加入率（団体交渉権保有率） % 78.3 77.4 77.9 78.5 77.7

注釈
1.注記がない場合、単体のデータとなります。
2.昭和電工の国内グループ会社、連結の値は昭和電工マテリアルズの値を含みません。
3.育児休業取得者数・取得率、取得日数は年度中に子どもが生まれていない社員を含んでカウントしています。
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昭和電工マテリアルズ

育児休業取得者数（男
性）

育児休業取得者数（女
性）

育児休業取得者数　合
計

育児休業取得率（男
性）

育児休業取得率（女
性）

育児休業取得日数（男
性）

育児休業取得日数（女
性）

育児休業復職率 介護休業取得者数（男
性）

介護休業取得者数（女
性）

介護休業取得者数　合
計

育児・介護短時間勤務
利用者数（男性）

育児・介護短時間勤務
利用者数（女性）

育児・介護短時間勤務
利用者数　合計

労働組合加入者数 労働組合加入率（団体
交渉権保有率）

2017 2018 2019 2020 2021

育児休業取得者数（男性） 人 ‒ ‒ ‒ 28 55

育児休業取得者数（女性） 人 ‒ ‒ ‒ 84 89

育児休業取得者数　合計 人 40 43 46 112 144

育児休業取得率（男性） % ‒ ‒ ‒ 8.1 47.0

育児休業取得率（女性） % ‒ ‒ ‒ 100 100

育児休業取得日数（男性） 日 ‒ ‒ ‒ 7 12

育児休業取得日数（女性） 日 ‒ ‒ ‒ 114 112

育児休業復職率 % 100 98 100 100 100

介護休業取得者数（男性） 人 ‒ ‒ ‒ 4 0

介護休業取得者数（女性） 人 ‒ ‒ ‒ 9 1

介護休業取得者数　合計 人 ‒ ‒ ‒ 13 1

育児・介護短時間勤務利用者数（男性） 人 ‒ ‒ ‒ 3 3

育児・介護短時間勤務利用者数（女性） 人 ‒ ‒ ‒ 158 174

育児・介護短時間勤務利用者数　合計 人 ‒ ‒ ‒ 161 177

労働組合加入者数 人 ‒ ‒ ‒ 5,525 4,314

労働組合加入率（団体交渉権保有率） % ‒ ‒ ‒ 81.3 81.0

注釈
1.注記がない場合、単体のデータとなります。
2.昭和電工の国内グループ会社、連結の値は昭和電工マテリアルズの値を含みません。
3.育児休業取得者数・取得率、取得日数は年度中に子どもが生まれていない社員を含んでカウントしています。
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昭和電工

不休災害発生件数(従業
員・協力企業)

従業員休業災害発生件
数

従業員死亡災害発生件
数

協力企業休業災害発生
件数

協力企業死亡災害発生
件数

従業員休業災害度数率

従業員の健康診断受診
率

健康診断での従業員の
BMI(18.5以上25未満)
の割合

従業員のストレス
チェック受検率

2017 2018 2019 2020 2021

不休災害発生件数(従業員・協力企業) 件 1 5 4 8 7

従業員休業災害発生件数 件 3 1 8 1 2

従業員死亡災害発生件数 件 0 0 0 0 0

協力企業休業災害発生件数 件 4 3 7 2 3

協力企業死亡災害発生件数 件 0 0 1 0 0

従業員休業災害度数率 0.22 0.07 0.59 0.08 0.16

従業員の健康診断受診率 % ‒ ‒ 100 100 100

健康診断での従業員のBMI(18.5以上25未満)
の割合

% ‒ ‒ 64.1 63.3 63.8

従業員のストレスチェック受検率 % ‒ ‒ 96.5 92.0 95.1

注釈
1.注記がない場合、国内グループ連結のデータとなります。
2.昭和電工の国内グループ会社、連結の値は昭和電工マテリアルズの値を含みません。
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昭和電工マテリアルズ

不休災害発生件数(従業
員・協力企業)

従業員休業災害発生件
数

従業員死亡災害発生件
数

協力企業休業災害発生
件数

協力企業死亡災害発生
件数

従業員休業災害度数率
（昭和電工マテリアル
ズ単体）

従業員休業災害強度率
（昭和電工マテリアル
ズ単体）

従業員の健康診断受診
率（昭和電工マテリア
ルズ単体）

健康診断での従業員の
BMI(18.5以上25未満)
の割合（昭和電工マテ
リアルズ単体）

従業員のストレス
チェック受検率（昭和
電工マテリアルズ単
体）

2017 2018 2019 2020 2021

不休災害発生件数(従業員・協力企業) 件 ‒ ‒ ‒ 16 6

従業員休業災害発生件数 件 4 5 5 1 3

従業員死亡災害発生件数 件 ‒ ‒ ‒ 0 0

協力企業休業災害発生件数 件 ‒ ‒ ‒ 1 0

協力企業死亡災害発生件数 件 ‒ ‒ ‒ 0 0

従業員休業災害度数率（昭和電工マテリアル
ズ単体）

‒ ‒ ‒ 0.00 0.09

従業員休業災害強度率（昭和電工マテリアル
ズ単体）

‒ ‒ ‒ 0.00 0.00

従業員の健康診断受診率（昭和電工マテリア
ルズ単体）

% ‒ ‒ 100 100 100

健康診断での従業員のBMI(18.5以上25未満)
の割合（昭和電工マテリアルズ単体）

% ‒ ‒ ‒ 56.5 59.0

従業員のストレスチェック受検率（昭和電工
マテリアルズ単体）

% ‒ ‒ 92.6 97.0 93.6

注釈
1.注記がない場合、国内グループ連結のデータとなります。
2.昭和電工の国内グループ会社、連結の値は昭和電工マテリアルズの値を含みません。
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昭和電工

調達　パートナーへの
訪問件数

クレーム件数（軽ク
レーム以上)

クレーム件数（軽ク
レーム以上)(昭和電工
連結)

社会貢献活動費用総額 教育関連：学校の工場
見学受入れ

政治寄附

2017 2018 2019 2020 2021

調達　パートナーへの訪問件数 件 39 39 46 41 41

クレーム件数（軽クレーム以上) 件 117 80 51 25 14

クレーム件数（軽クレーム以上)(昭和電工連
結)

件 ‒ ‒ ‒ ‒ 55

社会貢献活動費用総額 千円 ‒ ‒ 158,882 43,089 29,591

教育関連：学校の工場見学受入れ 人 ‒ 2,522 1,628 346 424

政治寄附 百万円 8.6 8.7 9.0 7.9 7.8

注釈
1.注記がない場合、国内グループ連結のデータとなります。
2.昭和電工の国内グループ会社、連結の値は昭和電工マテリアルズの値を含みません。
3.社会貢献活動費用は、経団連基準で計算し、昭和電工の2019年費用を遡及修正しました。
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昭和電工マテリアルズ

調達　お取引監査数(昭
和電工マテリアルズ単
体)

クレーム件数（軽ク
レーム以上)

社会貢献活動費用総額
(昭和電工マテリアルズ
連結)

教育関連：学校の工場
見学受入れ(昭和電工マ
テリアルズ連結)

政治寄附(昭和電工マテ
リアルズ連結)

2017 2018 2019 2020 2021

調達　お取引監査数(昭和電工マテリアルズ単
体)

社 147 215 314 181 245

クレーム件数（軽クレーム以上) 件 ‒ ‒ ‒ ‒ 346

社会貢献活動費用総額(昭和電工マテリアルズ
連結)

千円 262,805 170,730 127,642 52,732 57,312

教育関連：学校の工場見学受入れ(昭和電工マ
テリアルズ連結)

人 ‒ ‒ ‒ 60 2

政治寄附(昭和電工マテリアルズ連結) 百万円 0.3 1.9 0.2 0.0 0.0

注釈
1.注記がない場合、国内グループ連結のデータとなります。
2.昭和電工の国内グループ会社、連結の値は昭和電工マテリアルズの値を含みません。
3.社会貢献活動費用は、経団連基準で計算し、昭和電工の2019年費用を遡及修正しました。
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昭和電工

企業倫理ホットライン
相談件数（セクハラ・
パワハラ等）

企業倫理ホットライン
相談件数（コンプライ
アンス違反）

企業倫理ホットライン
相談件数（その他）

企業倫理ホットライン
相談件数　合計

汚職防止の方針に関す
る違反が原因で解雇さ
れたスタッフ数

環境汚染に関する法令
違反件数（罰金および
処罰）

水に関する許可、基
準、規則の重大な違反
件数

社外取締役　男性 社外取締役　女性 取締役　男性　計 取締役　女性　計

2017 2018 2019 2020 2021

企業倫理ホットライン相談件数（セクハラ・
パワハラ等）

件 26 24 26 10 9

企業倫理ホットライン相談件数（コンプライ
アンス違反）

件 0 2 4 32 1

企業倫理ホットライン相談件数（その他） 件 19 28 22 12 9

企業倫理ホットライン相談件数　合計 件 45 54 52 54 19

汚職防止の方針に関する違反が原因で解雇さ
れたスタッフ数

人 0 0 0 0 0

環境汚染に関する法令違反件数（罰金および
処罰）

件 0 0 0 0 0

水に関する許可、基準、規則の重大な違反件
数

件 0 0 0 0 0

社外取締役　男性 人 3 3 3 3 3

社外取締役　女性 人 0 0 0 1 1

取締役　男性　計 人 9 9 9 9 9

取締役　女性　計 人 0 0 0 1 1

注釈
1.注記がない場合、連結のデータとなります。
2.社外取締役数、取締役数は該当会社のみのデータとなります。取締役数に社外取締役を含みます。
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昭和電工マテリアルズ

企業倫理ホットライン
相談件数（セクハラ・
パワハラ等）

企業倫理ホットライン
相談件数（コンプライ
アンス違反）

企業倫理ホットライン
相談件数（その他）

企業倫理ホットライン
相談件数　合計

汚職防止の方針に関す
る違反が原因で解雇さ
れたスタッフ数

取締役　男性

取締役　女性 取締役　計

2017 2018 2019 2020 2021

企業倫理ホットライン相談件数（セクハラ・
パワハラ等）

件 13 13 25 16 20

企業倫理ホットライン相談件数（コンプライ
アンス違反）

件 16 27 51 54 51

企業倫理ホットライン相談件数（その他） 件 0 5 11 11 9

企業倫理ホットライン相談件数　合計 件 29 45 87 81 80

汚職防止の方針に関する違反が原因で解雇さ
れたスタッフ数

人 0 0 0 0 0

取締役　男性 人 10 9 8 6 6

取締役　女性 人 1 1 1 1 1

取締役　計 人 11 10 9 7 7

注釈
1.注記がない場合、連結のデータとなります。
2.社外取締役数、取締役数は該当会社のみのデータとなります。取締役数に社外取締役を含みます。
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